転進援助規程

（目的）

第1条　この規定は、独立自営、再就職など第二の人生を選択する従業員に対し、生涯生活設計確立の一助として、転進援助制度を実施する。

（適用対象者）

第2条　この制度の適用者は、次のいずれかに該当する者とする。

（1）年齢満45歳以上55歳未満の者

（2）勤続満15年以上の者

（3）退職事由が独立自営または他社への再就職を希望する者

（援助内容）

第3条　援助内容は、次のとおりとする。

（1）定年扱退職金の支給

　退職時の勤続年数および基本給に基づき、定年扱退職金を支給する。

（2）特別加算金の支給

　特別加算金として、年齢加算（別表1）と勤続加算（別表2）の合計額を支給する。

（3）賞与

　その期の賞与のうち、退職日までの期間に対応する分を支給する。

（4）準備休暇

　第二の人生への転進準備のために、休暇を必要とする者に対しては、本人の申出に基づき最高30日の範囲で有給の準備休暇を与える。

（適用申請）

第4条　この制度の申請は、原則として退職日の1カ月以上前に、会社に対して行わなければならない。

（年齢と年数の計算）

第5条　適用年齢と勤続年数は、退職日現在の満年齢、満勤続年数とする。

（支給日）

第6条　定年扱退職金および特別加算金は、退職日に支給する。

（賞与の支給日）

第7条　賞与は、金額が確定した後に支給する。支給日は、在籍社員と同じ日とする。

（準備休暇の付与）

第8条　準備休暇は、退職日直前3カ月間に必要に応じて与える。

付則

（実施期日）

　この規程は、平成○年○月○日から実施する。








別表2


　勤続加算（例）


21年未満�
退職金の20％相当額�
�
21年以上�
退職金の22％相当額�
�
22年以上�
退職金の24％相当額�
�
23年以上�
退職金の26％相当額�
�
24年以上�
退職金の28％相当額�
�
25年以上�
退職金の30％相当額�
�
26年以上�
退職金の32％相当額�
�
27年以上�
退職金の34％相当額�
�
28年以上�
退職金の36％相当額�
�
29年以上�
退職金の38％相当額�
�
30年以上�
退職金の40％相当額�
�



























別表1


　年齢加算（例）


満45歳�
500万円�
�
満46歳�
470万円�
�
満47歳�
440万円�
�
満48歳�
410万円�
�
満49歳�
380万円�
�
満50歳�
350万円�
�
満51歳�
320万円�
�
満52歳�
290万円�
�
満53歳�
260万円�
�
満54歳�
230万円�
�
満55歳�
200万円�
�
























